
  
(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

(4)職員・従業員

都道府県 福岡県
市区町村 久留米市
番地等 梅満町563

団体情報入力シート

団体名 ちくご川コミュニティ財団
郵便番号 830-0048

団体種別法人格 一般財団法人 資金分配団体/活動支援団体

設立年月日 2019/08/01
法人格取得年月日 2019/08/01

電話番号 0942-34-5600

WEBサイト(URL)

団体WEBサイト https://c-comfund.com/

その他のWEBサイト
(SNS等)

https://www.facebook.com/ccomfund
https://x.com/chikugogawa_cf
https://www.instagram.com/chikugogawa_cf

代表者(1) 氏名 宮原信孝
役職 代表理事/理事長

フリガナ ミヤハラノブタカ

氏名
役職

役員数［人］ 16

代表者(2)
フリガナ

理事・取締役数［人］ 5
評議員［人］ 9
監事/監査役・会計参与数［人］ 2

上記監事等のうち、公認会計士または税理士数［人］ 1

非常勤職員・従業員数［人］ 5
有給［人］ 5
無給［人］ 0

職員・従業員数［人］ 11
常勤職員・従業員数［人］ 6

有給［人］ 6
無給［人］ 0

事務局体制の備考





(11)助成を受けた実績

(12))休眠預金事業の採択実績または申請中・申請予定

1

2

3
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4

2023年度 通常枠 資金分配団体に採択
2023年度 緊急枠 資金分配団体に採択

今までに助成を受けて行っている事業の実績 あり

助成を受けた事業の実績内容
休眠預金等活用事業において2020年度・2021年度・2023年度通常枠、
2023年度緊急枠にて助成を受けた。

番号

対象 申請
左記で実行団体・支援対象団体として申請中・申請予定又は採択された
場合

年度 事業 種別・状況
申請中・申請予定又は採択された
資金分配団体又は活動支援団体名

2021年度 通常枠 資金分配団体に採択

申請中・申請予定又は採択された
事業名

2020年度 通常枠 資金分配団体に採択
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※黄色セルは記入が必要な箇所です。「記入箇所チェック」欄２箇所で、記入漏れがないかご確認をお願いします。

事業名： 筑後川関係地域の子ども若者支援の持続可能性向上​プログラム 記入箇所チェック 記入完了

団体名： 一般財団法人ちくご川コミュニティ財団

過去の採択状況： 通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている。

記入完了 記入完了 記入完了

(参考)JANPIAの規
程類

提出時期（選択） 根拠となる規程類、指針等 必須項目の該当箇所
※条項等

. . .

公募申請時に提出 定款 第20条

公募申請時に提出 定款 第21条

公募申請時に提出 定款 第21条2項

公募申請時に提出 定款 第21条3項

公募申請時に提出 定款 第23条

公募申請時に提出 定款 第23条

公募申請時に提出 定款 第27条

公募申請時に提出 定款 第23条2項

. . .

公募申請時に提出 定款 第28条4項

公募申請時に提出 定款 第28条5項

. . .

公募申請時に提出 定款 第39条

公募申請時に提出 定款 第40条

公募申請時に提出 定款 第40条

公募申請時に提出 定款 第40条

公募申請時に提出 定款 第40条

公募申請時に提出 定款 第42条

公募申請時に提出 定款 第45条

公募申請時に提出 定款 第42条

⚫ 理事の職務権 . . .

理事の職務権限規程 公募申請時に提出 理事の職務及び権限に関する規程 第1〜5条

⚫ 監事の監査に関する規程 . . .

監事監査規程 公募申請時に提出 監事監査規程 第1〜14条

. . .

公募申請時に提出 役員の報酬並びに費用に関する規程 第3条、第4条

公募申請時に提出 役員の報酬並びに費用に関する規程 第6条

⚫ 理事の構成に関する規程　※理事会を設置していない場合は不要です。

⚫ 役員及び評議員の報酬等に関する規程

JANPIAの定款（第29条 理事の職務及び権限）に規定するもののほか理事間の具体的な職務分担が規定さ
れていること

監事の職務及び権限を規定し、その具体的内容を定めていること
※監事を設置していない場合は、社員総会で事業報告、決算について審議した議事録を提出してください

役員及び評議員の報酬
等並びに費用に関する
規程（２）報酬の支払い方法

（１）役員及び評議員（置いている場合にのみ）の報酬の額

（１）理事の構成
「各理事について、当該理事及びその配偶者又は３親等内の親族等である理事の合計数が、理事の総数の
３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

定款

（２）理事の構成
「他の同一の団体の理事である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある理事の合計数が、理事の総
数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

⚫ 理事会の運営に関する規程　※理事会を設置していない場合は不要です。

（１）開催時期・頻度

・定款
・理事会規則

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議　（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「理事会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する理事を除いた上で行う」という内
容を含んでいること

（１）開催時期・頻度

・評議員会規則
・定款

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「評議員会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する評議員を除いた上で行う」とい
う内容を含んでいること
※社団法人においては、特別利害関係を持つ社員の社員総会への出席ならびに議決権の行使に関する除
外規定は必須としないこととします。

⚫ 社員総会・評議員会の運営に関する規程

　規程類必須項目確認書（社団・財団・NPO法人等）

提出する規程類（定款・指針・ガイドライン等を含む。以下、「規程類」という。）に以下の必須項目が含まれていることを確認し、本エクセル別シートの「記入例」に倣って該当箇所を記載してください。
過去の採択状況に関係なく、全団体、該当箇所への記載が必要です。

〈注意事項〉
◎規程類を作成する際はJANPIAの規程類を参考にしてください。https://www.janpia.or.jp/about/information/rule.html
◎申請時までに整備が間に合わず後日提出するとした規程類に関しては、助成申請書で誓約いただいているとおり、内定通知後1週間以内にご提出ください。なお、後日提出時において本様式も併せてご提出ください。
◎過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分のみ提出をお願いしま
す。
◎以下の必須項目は、公益財団法人、一般財団法人、公益社団法人、一般社団法人、特定非営利活動法人を想定したものです。これ以外の法人については、表を参考に整備してください。なお、ご不明点等はJANPIAへご相談ください。

記入箇所チェック　※3か所とも「記入完了」となるようにしてください。

規程類に含める必須項目



⚫ 倫理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 倫理規程 第3条

公募申請時に提出 倫理規程 第6条

公募申請時に提出 倫理規程 第7条

公募申請時に提出 倫理規程 第10条

公募申請時に提出 倫理規程 第11条

公募申請時に提出 ハラスメント防止に関する規定 第1条

公募申請時に提出 倫理規程 第12条

公募申請時に提出 倫理規程 第13条

⚫ 利益相反防止に関する規程 . . .

公募申請時に提出 倫理規程 第7,8,9,10,11条

公募申請時に提出 倫理規程 第7,8,9,10,11条

公募申請時に提出 利益相反防止に関する規程 第3条

⚫ コンプライアンスに関する規程 . . .

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第3条

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第5条

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第8条、第10条

⚫ 内部通報者保護に関する規程 . . .

公募申請時に提出 内部通報ヘルプライン規程 第4条

公募申請時に提出 内部通報ヘルプライン規程 第10条

⚫ 組織（事務局）に関する規程 . . .

公募申請時に提出 事務局組織規程 第2条

公募申請時に提出 事務局組織規程 第3条

公募申請時に提出 事務局組織規程 第4,5,6条

公募申請時に提出 文書管理規程 第7条

. . .

公募申請時に提出 給与規程 第6条

公募申請時に提出 給与規程 第5条

⚫ 文書管理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 文書管理規程 第7条

公募申請時に提出 文書管理規程 第10条

公募申請時に提出 文書管理規程 第11条

⚫ 情報公開に関する規程 . . .

情報公開規程 公募申請時に提出 情報公開規程 第1〜11条

⚫ リスク管理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 リスク管理規程 第6条

公募申請時に提出 リスク管理規程 第12条

公募申請時に提出 リスク管理規程 第15条

公募申請時に提出 リスク管理規程 第6〜27条

⚫ 経理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 会計処理規程 第5条

公募申請時に提出 会計処理規程 第10条

公募申請時に提出 会計処理規程 第6条

公募申請時に提出 会計処理規程 第9,11条

公募申請時に提出 会計処理規程 第22条

公募申請時に提出 会計処理規程 第16,17,18条

公募申請時に提出 会計処理規程 第42,43,44条

⚫ 職員の給与等に関する規程

（１）区分経理

経理規程

（２）会計処理の原則

（３）経理責任者と金銭の出納・保管責任者の峻別

（４）勘定科目及び帳簿

（５）金銭の出納保管

（６）収支予算

（７）決算

以下の１.～４.の書類が情報公開の対象に定められていること
１. 定款
２. 事業計画、収支予算
３. 事業報告、貸借対照表及び損益計算書、財産目録
４. 理事会、社員総会、評議員会の議事録

（１）具体的リスク発生時の対応

リスク管理規程

（２）緊急事態の範囲

（３）緊急事態の対応の方針

（４）緊急事態対応の手順

（１）基本給、手当、賞与等
給与規程

（２）給与の計算方法・支払方法

（１）決裁手続き

文書管理規程（２）文書の整理、保管

（３）保存期間

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい）

内部通報（ヘルプライ
ン）規程（２）通報者等への不利益処分の禁止

「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン（平成28
年12月9日消費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定めていること

（１）組織（業務の分掌）

事務局規程

（２）職制

（３）職責

（４）事務処理（決裁）

（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体との間の利益相反を防ぐ
措置」について具体的に示すこと

・倫理規程
・理事会規則
・役員の利益相反禁止
のための自己申告等に
関する規程
・就業規則
・審査会議規則
・専門家会議規則

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、理事、監事、評議員・社員、職員その他の事業協力団体の関係者に対し、特
別の利益を与えないものである」という内容を含んでいること

（２）自己申告
「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせた上で、適切な組織にお
いて内容確認を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」という内容を含んでいること

（１）コンプライアンス担当組織
実施等を担う部署が設置されていること

コンプライアンス規程

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）
「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担う部署が設
置されている 」という内容を含んでいること

（３）コンプライアンス違反事案
「不正発生時には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実施し、その内容を公
表する」という内容を含んでいること

（１）基本的人権の尊重

・倫理規程
・ハラスメントの防止に
関する規程

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除）

（３）私的利益追求の禁止

（４）利益相反等の防止及び開示

（５）特別の利益を与える行為の禁止
「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利益を与える行
為を行わない」という内容を含んでいること

（７）情報開示及び説明責任

（８）個人情報の保護

（６）ハラスメントの防止











































２０２２年１０月２２日 

 

一般財団法人ちくご川コミュニティ財団 

第 3年度（2021.8～2022.7）事業報告 

 
 第 3 年度は、中期計画（21.8～24.7）に示した 2つのビジョンの実現に向け、事業を実施

した。 

 

ビジョン 1「現代社会に山積みになっている社会課題に参画」 

 

視点 1「次代を担う若者の社会への参加」 

１）2020年度に引き続き、当財団（CCF）は、2021年度休眠預金等活用事業（草の根分野・

通常枠）の資金分配団体として採択された。これにより、 

「誰ひとり取り残さない居場所つくり～学びの場における子ども若者の孤立解消と育成

～」の趣旨のもと公募を行い、新たに３団体への助成（助成総額 4,392万円）を開始する

ことができた。 

また、2020年度通常枠事業の２団体に関しては、当財団が伴走支援を行うことにより順

調に事業が推進している。 

２）子ども若者応援助成事業では、「困難を抱える子ども若者とその家族への支援」を目指

して新たに公募を行い、久留米りんどうライオンズクラブからの 60万円の寄付を加えて、

総額 180万円の規模で６団体に助成を行うことができた。  

 

視点 2「自然災害への対応」 

１）2021年 8月ちくご川流域豪雨災害の発生に際して、NPO法人 YNFに事務所の一部を貸与

し、久留米市金丸川・池町川流域被災者支援に協力した。その後 YNFとは契約により、災

害発生に備えて支援機材を保管するための倉庫を敷地内に貸与している。 

２）上記災害発生に当たり災害支援基金を立ち上げ、約 12 万円の寄付を得ることができた。

これは活動支援のため YNFへ寄贈した。 

３）金丸川・池町川流域豪雨災害被災者支援に関する市民円卓会議を、鳥飼校区まちづくり

協議会及び同校区社会福祉協議会の主宰、YNF の基調報告、関係官民団体からの参加を得

て、当財団の事務局・ファシリテートにより実施した。 

 

ビジョン 2「CCF自身が主体的に公益を担う力を持つ」について 

 

１）ファンドレイジングに関しては、上記の通り久留米りんどうライオンズクラブより 60万

円の寄付を得た他、水害支援に関する円卓会議の実施により 10 万円の収入を得ることが

できた。さらに積極的に広報活動を推進した結果、当財団への寄付額が増加している。 

また、久留米市への NPO等支援ふるさと納税制度の導入に向けて、市長候補、市議、県

議に説明働きかけを行うとともに、市民勉強会を開催した。 

２）業務遂行体制としては、2名のプログラムオフィサーを常勤体制とし、事務職員１名の雇

用を実現したほか、3 人目のプログラムオフィサーの候補として非常勤契約で 1 名の雇用

を開始した。これらにより実務推進の上で強力なチームが出来上がってきている。 

３）非営利組織評価センターの評価認証に関しては、昨年 12月のアドバンス評価で不備が指

摘された 2項目等について改善結果を報告し、11月 1日に同センターの審査を受ける予定

である。 

以上 
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第 4期（2022.8～2023.3）事業報告 
  

１．総括 

 第 4 期（22.8～23.3）事業は概ね計画通り進んだ。一部は計画以上の成果を挙げ

た。 

 

２．詳細 

  具体的には次の通り。 

 

1) ビジョン 1「現代社会に山積みになっている社会課題解決に参画」 

 ＊ ちくご川関係地域にとっての社会的課題：「地域の持続可能化」 

 

a）視点 1「次代を担う若者の社会への参加」 

① 子ども若者応援助成事業 

・子ども若者応援助成の継続  

 第 3 回助成事業は、200 万円（6 件程度、期間 23.4～24.3）の予算を組んでいる

が、22 年年末から 23 年年始にかけてのクラウドファンディングにより 217 万 8 千

円の寄付を頂き、23年 5月までに 100万円の寄付を集めるという当初計画を大幅に

上回った。栁田 PO及び庄田 POの働きに感謝。 

 また、応募要綱も確定し、3月 6日から 4月 10日まで実行団体公募を行い、14団

体の申請があった。（＊5月 16日臨時理事会で 6団体 176万円の助成を決定） 

 

② 休眠預金等活用事業 

・2020年度通常枠事業（20.11～24.4）＜助成規模約 3,500万円＞ 

 －わたしと僕の夢（久留米）：貧困家庭の子ども若者の孤立解消と育成 

 －みんなの家みんか（朝倉）：養護施設退所者の居場所・故郷創りと過疎地支援 

 中間評価を作成し、最後の 1 年に向けて事業計画を改定。両団体ともに課題はあ

るが、それぞれの課題を克服し、社会的インパクトを与える短期アウトカムを達成

することが期待される。3月 21日に年次報告会を実施。 

 

・2021年度通常枠事業（22.3～25.2）＜助成規模約 4200万円＝3団体✕1400万円＞ 

 ＊テーマ：誰一人取り残さない居場所づくり～学びの場における孤立解消と育成 

 －家庭教育研究機構（飯塚）：校内フリースクール（FS）創設 

 －未来学舎（久留米）：居場所、学び、就職の総合的学びの場の創造 

 －箱崎自由学舎 ESPERANZA（福岡）： 

   FS等への行政助成実現に向けてのネットワークづくり及びアドボカシー 

 事前評価書を高いレベルで作成。また、当初から事業が発展的にかつ予定より早

いペースで進んでいる。2月 11日に事前評価ワークショップ開催。 

 

・2022年コロナ随時枠事業（22.9～） 

 宮崎文化本舗を幹事団体とするコンソーシアムに参加したが、不採択となり、23

年度通常枠での申請を行う方向で検討を開始したが、同幹事団体から連絡なく、見
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送りの模様。 

 

・2023 年度災害支援枠で YNF とコンソーシアムを組んで 23 年度に休眠預金等活用

事業資金分配団体申請する提案が YNF からなされ、随時枠で YNF が幹事団体になり

申請する予定。 

 

③ その他事業 

・災害支援、伴走支援に必要な車両を取得するべく、年賀状寄付助成申請を行った

が、3月 29日に不採択通知が接到した。 

 

b）視点 2「自然災害への対応」 

〇 ちくご川関係地域の自然災害被災者支援のための方策 

① 災害支援基金の立上げと広報 

・ホームページ（HP）新装に合せ、基金を立ち上げ、常に HP で広報できるように

なった。栁田理事に感謝。 

 

② 被災者支援団体の支援 

・特定非営利活動法人 YNF は、鳥飼校区まちづくり協議会との連携を深めている。

CCF が事務局を務め、鳥飼校区まちづくり協議会及び同校区社会福祉協議会共催の

被災者支援地域円卓会議を開催したが、その際 YNF は課題提起者として参加しても

らい、市役所や久留米市社協との協力関係を築くことができた。また、CCF 事務所

の倉庫で YNF 支援機材を保管しており、CCF が拠点とネットワークを提供し YNF の

活動を発展させる役割を果たし始めた。         

・（公財）CIVIC FORCE（CF）及び（社）北部九州河川利用協会との協働関係構

築・強化に向けての活動はまだ進んでいない。CFとは、CFがもつ Good Linksの福

岡県での活用について協議中。    

 

2) ビジョン 2「CCF自身が主体的に公益を担う力を持つ」 

a) 組織基盤の確立 

① ファンドレイジングの強化 

・栁田 PO が准ファンドレイザーの資格を取得し、CCF は二人の准ファンドレイザー

を擁する稀有な財団となった。 

・栁田 POは、CCFを寄付月間アンバサダーとし、CCFの名を全国に知らしめるととも

に、クラウドファンディングを成功させた。 

・今後、ファンドレイジングの戦略をたて、企業・団体・個人への働きかけ、各種

助成金の活用、収益事業等を進めていく。これまで水曜勉強会の有料化、出前講座

などを庄田 PO、栁田 POの主導の下実施。 

   

② NPO等支援ふるさと納税制度の採用を久留米市に働きかける。 

・久留米の CSO（市民社会組織）と勉強会を始めてはいるが、第 4期に新しい働きか

けは行っていない。4月に久留米市議会議員選挙も行われる予定で、市議会議員候補

に働きかけを行う意向はあったが、実際にはできなかった。 

 

③ 人事体制の充実 

・常任理事 5名（うち 2名は常勤 PO、また 1名は統括 PO）、PO補佐 1名、庶務職員
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1名の体制が固まった。 

 

④ 公的な認証の取得 

・22年 11月、非営利組織評価センターのグッドガバナンス認証を福岡県で初めて取

得。23年度中に公益財団法人化を行う下地ができた。 

 

b) 財団内人材の育成と協力ネットワークの構築 

 ① 常勤プログラムオフィサー2名体制の強化のため、PO補佐を雇用。 

 

 ② 協力ネットワークの構築 

・助成先団体の関係強化が進み、常に連絡が取れる体制になった。 

・（社）北部九州河川利用協会、（公財）CIVIC FORCEとの連携協定締結は進んでい

ないが、YNFとの関係強化が進んでいる。 

   

 

◎ 事業の歩み 

 

  事業等名   22.8～22.12   23.1～23.3  23.4～23.5   

子ども若者応援助成 クラファンの実施 公募要領更新開始 公募・審査採択・助成 

休眠預金等活用事業   

・20年度通常枠   中間評価     23.3年次報告会   伴走支援 

・21年度通常枠   事前評価     23.2事前評価 WS   伴走支援  

・22年度随時枠   コンソーシアム（従団体として）不採択 

自然災害支援拠点  水害基金立上げ能力強化・拠点として確立 

情報提供と意見交換  

・円卓会議     22年 5月鳥飼校区被災者支援円卓会議実施        

・社会課題講座   水曜勉強会の有料化と連続講義 

ファンドレイジング  准ファンドレイザー2名体制による戦略的アプローチ 

NPO 等支援ふるさと

納税久留米市導入 

 CSOの結束づくりと市・市議会への働きかけを散発的に実施  

人的体制           現体制の強化       

公的認証の取得 22.11評価認証取得        公益財団化申請準備   

ネットワークづくり 〇  →  →  →  →  →  →  →  →  → 

 

 

 
 
 
 
 
 

（了） 
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資料 2 
2024.5.30 

２０２３年度（CCF第５年度）事業報告 

 
（要 約） 

ビジョン 1 視点 1「次代を担う若者の社会への参加」については、計画に従って事業を実

施することができた。 

2023 年度は休眠預金等活用事業通常枠の資金分配団体に採択されたのに加え、2023 年度

緊急枠においても資金分配団体に採択された。この結果、事業も大きくなり、2024年度事業

の予算規模も大きくなった（約 1億 5千万円）。 

更に、特筆すべきは、子どもの多様な学びの場を保障する奨学金事業の為の基金設立に向

けて、西日本新聞社との協働でクラウドファンディングを行い、設定目標 300 万円を大幅に

上回る資金が集まった。西日本新聞記事を見た福岡県大野城市が FS 等に通う子どもたちへ

の支援を開始することにつながり、基金（愛称 たまきちゃん）の設立が直接行政に影響を

与えることになった。 
 ビジョン１視点 2「自然災害への対応」については、7月 10日の筑後地域豪雨災害への対

応の中で弊財団の災害対応力の強化がなされた。 

災害支援基金への寄付金が 140 万円以上となり、7 つの災害支援活動団体に対し助成を行

うことができた。弊財団職員が現場に行き十分な調査を行ったことにより、アマゾン活用等

により現場に必要な物資を送る仕組みを築くことができ、現場に行って得られた情報は助成

審査において役立つことになった。 

 ビジョン 2「CCF自身が主体的に公益を担う力を持つ」については、PO3人体制が整い、パ

ートタイム PO及び PO補佐を 2名ずつ置く体制が生まれた。弊財団の組織力が強化されたと

言える。 

他方、財団公益化の遅れ、財政基盤の強化、バックオフィス人員強化、PO育成・研修シス

テムの構築等の課題は残っている。事業部長を中心に次期中期事業計画を作成し、資金力及

び組織力の強化に積極的に取り組んでいくことにした。 

 
◎ビジョンと視点 

 

1）ビジョン 1 「現代社会に山積みになっている社会課題解決に参画」 

＊ ちくご川関係地域にとっての社会的課題：「地域の持続可能化」 
視点 1「次代を担う若者の社会への参加」 

〇孤立解消に向けての手法 

・困難を抱える子ども若者の孤立解消と育成に取組む団体・個人を支援 

・困難を抱える人たちが地域社会に居場所を持つことができる社会環境の創造 

視点 2「自然災害への対応」 

〇 ちくご川関係地域の自然災害被災者支援のための方策 

 
2) ビジョン 2「CCF自身が主体的に公益を担う力を持つ」 
ａ）組織基盤の確立 

ｂ）財団内人材の育成と協力ネットワークの構築 
 
（本文） 

１．子ども若者支援事業 

① 子ども若者応援助成事業 

・第 3回子ども若者応援助成を実施。 
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14申請団体から 6団体を採択し、計 176万円を助成。 

前年度のクラファンで 217万 8千円の寄付があり、これを活用。 

 

② 休眠預金等活用事業 

・2020年度通常枠事業（20.11～24.4）＜助成総額約 3500万円／2団体＞ 
 －わたしと僕の夢（久留米）：貧困家庭の子ども若者の孤立解消と育成 

 －みんなの家みんか（朝倉）：養護施設退所者の居場所・故郷づくりと過疎地支援 

⇒ 最終年度であり、中長期アウトカムに向けての準備を事後評価に取り組みつつ行った。 
⇒ わたしと僕の夢は、CCF の伴走支援を受けつつ、認定 NPO 法人となり、寄付受取額が 4 倍 

以上になるなど組織基盤が強化された。中学生の高校受験率が向上し高校合格者数が増加す

るとともに、居場所として多数の高校生が集まるようになった。更に、当初、久留米市及び

鳥栖市のみの活動であったものが、みやき町及び南小国町に活動範囲が広がった。JAL や

SMBC 等からのプロボノ協力も提供された。JAL は子どもたちの航空機や空に係る職業への関

心を芽生えさせ、SMBCは、ガバナンス強化に貢献した。 

⇒ みんなの家みんかは、恒常的に養護施設出身者を受け入れている訳ではないが、自宅を改造

した仮みんかは機能し、本みんかと呼ぶ別棟の建設も予定よりは遅れているが進んでいる。

この 3 年間で福岡県内外の養護施設や養護施設出身者支援組織・団体との良い関係が構築さ

れ、養護施設出身者他悩み多き若者を受入れる準備ができた。また、持続可能化の為の農林

関係産業創出事業も少しずつではあるが進んでいる。CCF として今後とも相談ベースで協力

していく。 

 
・2021年度通常枠事業（22.3～25.3）＜助成総額約 4200万円／3団体＞ 

  ＊テーマ：誰一人取り残さない居場所づくり～学びの場における孤立解消と育成 

 －家庭教育研究機構（飯塚）：校内フリースクール創設 

 －未来学舎（久留米）：居場所、学び、就職の総合的学びの場の創造 

 －箱崎自由学舎 ESPERANZA（福岡）： 

⇒ どの実行団体も計画に従いつつも、計画以上の成果を挙げている。中間評価に取り組みつつ、

中長期アウトカムに繋がる活動をロジック・モデルの中に組み入れようとしている。 

⇒ 家庭教育研究機構が筑穂中学校（飯塚市）との間で創設した校内フリースクールにより、不

登校生徒が減少するとともに、一般教室、校内フリースクール、フリースクールそれぞれが

教員・生徒・保護者より居場所として認識されるようになった。また、この成果は、飯塚市

内の他の中学校、筑豊地区の他の市町からも注目され、嘉麻市や桂川町からは、同様の校内

フリースクールをほしい旨の要望が出され、協議が始まっている。更に、校内フリースクー

ルを経験した教員達による紀要報告書が発表され、教員の意識と取り組みが変わってきたこ

とが明らかになった。 

⇒ 未来学舎は、北野、宮ノ陣、六ツ門の 3 か所で、それぞれ特色ある活動（地域との協力によ

る外の活動を主とするフリースクール、カフェで働きつつ社会に出る準備を行う、学び中心

のフリースクールと通信制高校）を行うことで、様々なタイプと年代の子どもたちに居場所

を与え、成長を促している。理事長と職員の間に溝が生まれることもあるが、理事会の強化

によりそれを克服しようとしている。 

⇒ 箱崎自由学舎 ESPERANZA は、学校以外の選択肢（フリースクール、オールタナティブスクー

ル、ホームエデュケーション等）を選んだ場合の家庭の負担・学校との関係他の課題につい

て研究する民間研究部会を設立し、協議を進めている。福岡県下の地方自治体への提案書を

作成するとともにこれら自治体への働きかけを行うべく、準備を進めている。 

⇒ これに合わせるように、環境整備の一環として、CCF は、西日本新聞社と協力し、子どもの

多様な学びを保障する奨学金事業を開始した。クラウドファンディングと西日本新聞におけ

る関係記事の連載で資金を集め、基金を創設し、奨学生募集を行った。この動きに影響を受

け、大野城市が学校以外の選択肢の為の家庭支援を開始した。CCF の活動が社会に直接的に

影響を与えていることが明確になる事業となった。 
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・2023年度通常枠事業（23.10～26.3）＜助成総額約 1億円／6団体＞ 

＊「困難を抱える家庭を取り残さない仕組みづくり～子ども若者とその家庭の為のコレクティブ

インパクト」事業 

⇒ 8月、資金分配団体に採択。10月 16日に事業開始。 

⇒ 鬼丸武士氏を新たな POとして雇用した。 

⇒ 困難を抱える家庭に対して 3つの活動乃至どれか 1つの活動を行う複数の団体でチームを組

み、コレクティブインパクトを起こしてこれら家庭を支援する。3 活動とは、アクセス活動、

アセスメント活動、アプローチ活動。実行団体を A,B,C（A：3 事業＋コーディネート、B：3

事業、C：アプローチ活動）の 3 タイプで公募し、厳正な外部審査により、A：一般社団法人

umau.、B：お母さん大学福岡（ちっご）支局、特定非営利活動法人にじいろ CAP、一般社団

法人産前産後サポーター協会、C：特定非営利活動法人久留米市手をつなぐ育成会、いろり

の 6団体を採択した。 

⇒ 3月末までに 5団体と資金提供契約を締結。残り 1団体も 4月には締結し、2024年 4月から

3年間の事業を行う。 

 

・2023年度緊急枠事業（23.3～24.2）＜助成総額 6000万円＝8団体＞ 

＊「子育てに困難を抱える家庭へのアクセシビリティ改善事業～多様なつながりが生まれる仕組

みづくり」事業 

⇒ 1年事業。23年度通常枠事業を補完。 

 

・災害関連休眠預金等活用事業 
 休眠預金等活用事業随時枠申請を YNF とのコンソーシアムで行ったが、不採択。他方、佐賀災

害支援プラットフォーム（SPF）が災害支援で休眠預金等活用事業資金分配団体に採択され、

SPF より実行団体に応募するよう呼びかけあり。PO に予定していた人物ができなくなったた

め、2023 年夏に行った事業を核に現状人員で対応できる案で申請。支援団体の助成は自己資

金であっても事業に組み入れられない JANPIAルールがあり、申請が受け付けられなかった。 

 久留米市安武町の社会福祉法人拓くが資金分配団体エティックの実行団体になった。同団体か

ら協力の呼びかけあり。 

 CIVIC FORCE（CF）の Good Links（企業からの支援物資マッチング事業）のメンバーとなった。

CFは、SPF事業の実行団体になっており、引き続き CFとの協力関係を継続している。 

  

 

③ その他事業 
・民間公益活動推進の為、ファンドレイジング・遺贈・広報の技術・知識の普及活動を水曜

勉強会等を通じて実施。 

・個別団体のクラウドファンディングの伴走支援を開始。 

 

２．自然災害への対応 

① 災害支援基金活用と広報強化による豪雨災害への対応と被災者支援団体の支援 
・7月 10日の豪雨で筑後地域の広範囲で土砂災害・浸水被害が発生。第 4年度に HPが新装された

こと及び災害支援基金が存在していたことを基礎に、即日災害支援基金への寄付募集を始める

とともに、YNF を始めとする、災害支援団体の後方支援を行った。その際、現場に足を運び、

ボランティアを行いつつ現場の視察・調査を行った。 

・なお、弊財団の自然災害支援拠点化の一環として設置した CCF事務所隣接の災害支援装備品倉庫

が後方支援に機能を発揮した。 

・8月 12日の田主丸で行われたつながる広場開催を共催支援。 

・山路健造氏がプロボノで活動へ参加。10月より弊財団の第 4の POとして勤務。 

・8 月より、久留米災害支援連携会議(仮)の事務局を弊財団が務めた。この実績をベースに筑後川

関係地域の関係団体のネットワークづくりを行う拓と協力する予定。 
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② 他の災害支援団体との連携 
・特定非営利活動法人 YNFとの協働を推進。拠点の提供と倉庫の活用。協定締結。         

・（公社）CIVIC FORCEとの協働を開始。（社）北部九州河川利用協会との協働関係構築・強化は、

未実施。 

・7月 10日豪雨災害支援を通じ、みんくる、Fネット、ハッシュその他の団体との連携開始。    
 
３．組織基盤の確立 

① ファンドレイジングの強化 
・企業・団体・個人への働きかけ：企業回りはできず。 

→ ニュースレター送付継続 

→ 整備された支援者リストの活用 

→ HP上で災害基金等の支援アピール 

・各種助成金の活用：CF のデロイトトーマツ助成申請に協働団体として参加。ただし、同申請は

不採択となった。 

・収益事業： 

 －水曜勉強会を有料講座に移行。 

 －コンサル業務・講師派遣：朝倉市、大牟田市・・・ただし個人に対しての依頼 

 －上記個別団体に対するクラウドファンディング伴走事業開始 

   

② NPO等支援ふるさと納税制度の採用を久留米市に働きかける。 
・久留米市協働推進課との GCFに関する意見交換が進んだ。 

 
③ 人事体制の充実 
・23年度休眠預金等活用事業（通常枠）申請採択を前提に POを 3名にという計画が達成された。

また、2名のパートタイム PO及び 2名の PO補佐を採用。 

 
④ 公的な認証の取得 
・第 4年度の非営利組織評価センターの評価認証「グッドガバナンス認証」取得を基盤に、CCFの

公益財団法人化の為、内閣府に相談、申請の準備を行った。内閣府との相談の結果、令和 6 年度

に申請を行うことになった。 
 
４．財団内人材の育成と協力ネットワークの構築 

① 財団内人財育成 
１）常勤プログラムオフィサー（PO）3人体制ができた。課題は給与の充実。 

２）久留米大学中村寛樹教授（基盤教育センター）とは月次協議を始め、進展。 

３）パートタイム PO として石川氏及び山路氏を雇用。また PO 補佐として小林氏及び北里氏を雇

用。 

 

② 協力ネットワークの構築 
・助成先団体との関係強化。水曜勉強会や遺贈ワークショップなどへの参加を促し、関係を維持

発展させている。ネットワークが少しずつ築かれ始めている。伴走支援も実施。 

・7月 10日豪雨災害支援を通じて、災害支援ネットワーク構築のきっかけができた。 

   
◎ 事業等の実施経過 

 

  事業等名   23.4～23.7   23.8～23.11 23.12～24.3   

子ども若者応援助成 公募・審査採択・助成   伴走支援     公募準備・報告書受領 

休眠預金等活用事業   

・20年度通常枠   伴走支援      事後評価準備   事後評価 WS  
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・21年度通常枠 伴走支援 中間評価準備・中間評価 WS  

・23年度通常枠   申請・採択・契約・公募開始 実行団体採択・事前評価 WS    

・23年度随時枠   申請・不採択 23年度 SPF通常枠実行団体へ 

多様なまなび基金 FS等の生徒への奨学金制度設立 支援開始 

自然災害支援 CFとの連携（グッドリンクス紹介）、連携会議を通じた支援 

・円卓会議 POによる沖縄研修   24年度団体の活動の中で検討中        

・社会課題講座   講座の設立    講座の実施    講座の実施 

ファンドレイジング  栁田 POを中心に企画実施・全員が理解して進む 

NPO 等支援ふるさと

納税久留米市導入 

 CSOの結束づくり  市・市議会への働きかけ   

人的体制  常勤 PO3人体制へ パートタイム PO及び PO補佐の雇用  

公益財団法人化 内閣府への相談と申請書づくり 令和 6年度に申請へ 

ネットワークづくり 助成先・一般 CSOからの相談対応 → → → → → → 

  

 

 
 
 
 

（了） 
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	規程類必須項目確認書(社団・財団・NPO法人など）
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	09_履歴事項全部証明書_ちくご川コミュニティ財団_墨消し済み.pdf
	10_2021年度事業報告書_ちくご川コミュニティ財団.pdf
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